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＜要　　　約＞
　労働者が自分の職場で公益に反するような重大な不正が行われていることを知り，これを
外部に通報した場合には，その者に対して雇用主側から不利益処分が科されることを防ぐ仕
組みが不可欠となる。このような趣旨で制定されたのが，2006 年から施行された公益通報者
保護法である。
　この法律は，福祉現場で働く労働者に対しても適用される可能性がある。しかし，福祉現
場においては，サービス利用者のプライバシー保護の要請や利用者が事業者に対して従属的
な立場に置かれていることが多いといった特有の事情があるため，内部告発を行った者をど
こまで本法で保護するべきかについては，とりわけ難しい判断が求められる。そこで，本稿
においては，本法制定までに労働法学において展開されてきた議論を参考にしつつ，その中
で浮かび上がってきたいくつかの論点を柱に据えて，それらが福祉現場で発生した場合の通
報者保護の判断枠組みを，具体的な事例検討の形で解明しようとしている。
　検討の結果，福祉現場における公益通報に対して本法を適用する際には，施設の安定的運
営に配慮するだけでなく，サービス利用者のプライバシーの保護と不正行為の緊急性・重大
性という，相反する要請の間でのバランス判断が求められ，やむなく外部に通報する場合で
あっても，原則として警察を含む行政機関のみが通報先として認められる，との結論に至った。
* 大妻女子大学　人間関係学部　人間福祉学科
福祉現場における不正の発見と内部告発者の保護
―公益通報者保護法の福祉現場への適用可能性―
Detecting an Illegal Conduct in Welfare Facilities
and Protection of a “Whistle Blower”
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１．はじめに
　労働者が自分の職場で公益に反するような重大
な不正が行われていることを知ったとき，勇気を
もってその事実を行政機関やマスコミ等に通報し
たとしたら，そのような「裏切り行為」に対する
制裁措置として，雇用主が当該労働者を解雇して
しまう可能性がある。しかし，雇用主によるこの
ような不利益処分を許していたのでは，「通報す
べきか否か」と迷っている者が，労働者としての
地位を守ることを優先させて，結局通報を思いと
どまってしまうことが多いであろう。その結果，
私たち一般市民は，自分の生命・身体・財産等に
かかわる重大な違法行為について何も知らずにす
ごすことになるかもしれない。たとえば，食品メー
カーの工場で働いている労働者が，法律で使用を
禁じられている食品添加物が使用されていること
を知ったという場面を想起してみれば，このよう
な内部告発行為のもつ重要性を容易に理解できる
だろう。
　そこで，このような公益に関わる事実を外部の
機関（または会社の経営陣）に通報する者が現れ
たときには，その者に対して上司等から不利益処
分が科されることを防ぐ仕組みが不可欠となる。
このような趣旨で制定されたのが，公益通報者保
護法（2006 年 4 月 1 日施行。以下「本法」という）
である。
　本法制定前の 1990 年代末頃から，企業の不正
行為を内部告発した者に対して雇用主が解雇等の
不利益処分を科し，労働者側がその処分の違法・
無効性を主張して訴え出るという事例が多く発生
するようになった。そして，既にそれらの裁判例
の中で，内部告発の正当性と労働者の保護に関す
る一定の判断基準が形成されつつあった。（1）そし
て，00 年以降には大企業においても不正行為を発
見した従業員（あるいは取引先企業の関係者）が
内部告発を行なう事件が続発し，マスコミがこれ
を大きく取り上げることで，このような内部告発
の問題に一般市民の注目が集まるようになった。（2）
　これらの専門的・技術的な知識を要する産業分
野では，監督にあたる行政当局が企業の不正行為・
違法行為を漏れなく摘発することは非常に難し
く，また他方で不正行為を外部に告発する労働者
の内心には，「自分は企業の一員である前に社会
共同体の一員であるから，社会に迷惑をかけるよ
うな会社の行為を見逃すわけにはいかない」とい
う正義感があったのではないかと思われる。そし
て，このような「会社への忠誠心」と「公共的利
益の擁護」とが矛盾・衝突した場合に，後者の方
を優先させるべきだという考え方が，企業のコン
プライアンス実現に向けた消費者の声の高まりに
呼応する形で，内部告発者を保護する制度の立法
化へとつながったのである。　
　本法制定に向けた議論の初期段階では，上記の
いくつかの事例に見るような消費者保護に関わる
不正行為に限定した制度となるのではないかとの
観測もあった（阿部 2006：181）が，実際に制定
された法律を見ると，「国民の生命，身体，財産，
環境の保全，公正な競争の確保その他の利益の保
護」（本法１条）と，非常に広い範囲にわたる事
柄を通報対象事実に含めるものとなった。した
がって，福祉現場で働く労働者が，自らの職場で
何らかの違法行為を発見し，これを監督行政庁や
報道機関等に通報した場合であっても，本法が適
用される可能性がある。（3）
　本法自体，まだ新しい法律であるため判例・学
説の蓄積が浅く，解釈論上未解決の問題が多く残
されているが，とりわけ福祉現場においては，後
述するようにサービス利用者のプライバシー保護
の問題や事業者との関係での利用者の立場の従属
性への配慮といった特有の事情が存在するため，
内部告発を行った労働者をどこまで本法で保護す
るべきかについては，難しい判断が求められるよ
うに思われる。そこで，本稿においては，本法制
定までに裁判例や労働法学において展開されてき
た議論（4）を参考にしつつ，その中で浮かび上がっ
てきたいくつかの問題点を柱に据えて，それらが
福祉現場で発生した場合の本法の適用可能性とそ
の際の判断枠組みを提示することを目的としてい
る。なお，本稿の中で検討の材料としている事例
はすべて筆者による創作であるが，本法制定前に
福祉現場以外の事業所で実際に発生した事件をモ
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デルとしたものもあり，それらの舞台を福祉現場
に置き換えて，現実味のあるストーリーとして再
構成している。
　以下，まず 2 では，労働者が職務上知りえた事
実を外部に発信することが，雇用契約上どのよう
な法的効果を生むのかについて，「公益通報」に
限定することなく「職務上の秘密の漏えい」とい
う一般論の形で簡単に整理しておく。次の 3 では，
公益通報者保護法の概要を紹介するとともに，こ
の法律を福祉現場に適用していく際に注意しなけ
ればならない問題点について検討する。さらに 4
～ 8 においては，公益通報を行った者が本法の保
護を受けようとする際の主要な論点について，本
法制定以前から労働法学において展開されてきた
議論をふまえつつ，具体的な事例の形で考察して
いく。最後の 9 では，簡単なまとめと今後の課題
を提示する。
２．労働者による情報発信行為と
　　職場秩序維持との関係
　労働者が業務上知りえた秘密を外部に漏えいす
る行為は，一般的に雇用契約上どのような意味を
もつのか。このような情報発信行為については，
ほとんどの事業所の就業規則において，明示的に
「禁止する」旨が定められているため，このよう
な行動をとった者に対しては雇用契約違反を理由
として何らかの不利益処分が行われる可能性があ
る。そして，仮に就業規則の中にそのような規定
がなかったとしても，労働者側に信義則に基づく
誠実義務違反が認定されて，労働契約上の債務不
履行責任が追及されると考えられている（土田
2016：123）。そこで，この労働者による秘密漏え
い行為について，漏えいされた事柄の内容に即し
て類型化を行ってみると，以下のような整理が可
能である。
（1）会社の営業活動に直接的にかかわる情報を漏
らした場合。たとえば，自社が新たに開発し
た工業技術や顧客に関するデータ，あるいは
計画中の新規事業の構想といった，いわゆる
「企業秘密」がこれにあたる。このような情
報を漏らすことは企業の営業活動を著しく妨
害し，また労働者の企業に対する忠誠心にも
反すると考えられるので，不正競争防止法に
よって一般的な守秘義務違反以上に企業側の
利益が厚く保護されている。すなわち，秘密
開示前の段階であれば差止請求（同法 3 条 1
項）が可能であるし，開示後であっても損害
賠償請求（同法 4 条），信用回復請求（同法
14 条）等の企業利益保護のための手段が用意
されているのである。また，秘密を漏えいし
た者に対する処罰規定も置かれている（同法
21 条 1 項 5 号）。
（2）会社の同僚・上司に関するプライバシー情報
を漏らした場合。このような経済的価値のな
い情報であっても，これを漏えいする行為は
個人のプライバシー権の侵害にあたるので，
不正競争防止法ほどの厚い保護措置はないも
のの，漏えいした者は当然懲戒処分の対象と
なりうる。場合によっては，さらに本人から
の損害賠償請求を受ける他，個人情報保護法
53 条に基づき処罰の対象となる可能性もある。
（3）会社の営業活動とは直接関係がないが，その
会社の社会的評価を傷つけるおそれがある情
報を漏らした場合。たとえば，社長の不倫ス
キャンダル等がこれにあたる。この場合，た
とえ発信された情報が真実であったとして
も，会社の評価に何らかの悪影響を与える可
能性があり，やはり懲戒処分の対象となりう
る（土田 2016：124）。また，場合によっては，
刑法 230 条の名誉棄損罪に該当し，あるいは
損害賠償請求事由となる可能性もある。
　このように，公益通報という限定された局面か
ら離れて，労働者による「職務上の秘密の漏えい」
という一般論としてとらえたときには，このよう
な行為は企業に対する忠実義務違反を構成して，
何らかの不利益処分の対象となると考えられる。
３．公益通報者保護法の概要と
　　福祉現場への影響
（１）コンプライアンスの実現に向けた事業所自
　　  身の取り組み
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　営利・非営利の区別を問わず，およそ社会的な
活動をする組織体にとって，事業所内で発生して
いる不正行為について経営陣がそれを覚知する前
に現場の労働者によって外部に通報されてしまう
ことは，できるだけ避けたいはずである。すなわ
ち，内部告発の形で通報が行われる前に，事業所
の自主的な努力によって問題の拡大を防止できた
ならばそれに越したことはない，というのが一般
的な経営者の考え方であろう。消費者庁は「公益
通報者保護法を踏まえた内部通報制度の整備・運
用に関するガイドライン」（2016 年 12 月 9 日）を
発表し，この中で事業者が内部通報制度を整備す
ることを通じて自浄能力を向上させていくことの
重要性を述べている。また，経団連も「企業行動
憲章実行の手引き（第 7 版）」（2017 年 11 月 8 日）
の中で，「通常の指揮命令系統から独立した企業
倫理ヘルプライン（相談窓口）を整備・活用し，
企業行動の改善につなげる」と宣言している。公
益通報者保護法について検討する際にまず理解し
ておかなければならないのは，このような事業所
内のコンプライアンス・システムが，既に多くの
事業所で整備されているという現実である。
　すなわち，労働者が自分の職場内の不正行為を
発見した場合，それを外部に通報する前に，まず
社内に設置された「不正通報窓口」のような部署
に情報を提供して，事件が公になる前に社内で迅
速に問題解決を図ろうというのが，現在の潮流な
のである。他社との厳しい競争にさらされている
企業にとっては，不正の事実をいきなり外部の機
関に通報されてしまうよりは，会社の自浄能力に
よって社内的な解決を図る方が，対外的なイメー
ジの低下を最小限に食い止めることができるし，
問題解決に要する時間やコストを節約できるメ
リットもあるので，このようなコンプライアンス・
システムを整備しておくことは事業所にとっても
意義があるといえよう。
（２）公益通報者保護法の概要
　そこで，次に本法の概要を確認しておくことに
しよう。本法の仕組みを理解する際には，1）通
報対象事実の範囲，2）通報の形態，3）通報を行
なう際の動機，4）通報者保護の法的効果，5）保
護される通報者の範囲，という 5 つの視点から検
討していくことが必要である。以下，この順番で
法の概要を説明していく。
１）通報対象事実の範囲
　労働者等の通報行為が本法によって保護される
ためには，通報の内容が「個人の生命又は身体の
保護，消費者の利益の擁護，環境の保全，公正な
競争の確保その他の国民の生命，身体，財産その
他の利益の保護にかかわる法律として別表に掲げ
るものに規定する犯罪行為の事実」であることを
要する（本法 2 条 3 項 1 号）とされている。そして，
これを受けて本法別表の 1 ～ 7 号には，刑法，食
品衛生法，金融商品取引法等の 7 本の法律が掲げ
られ，さらに別表 8 号では「前各号に掲げるもの
のほか（中略）政令で定めるもの」も，本法で保
護される通報対象事実とすると定めている。さら
にこの別表 8 号を受けて，「公益通報者保護法別
表第八号の法律を定める政令」（最終改定は 2018
年 6 月 15 日）が制定されており，その中で 450
本の法律名（5）が列挙されている。このおびただ
しい数の法律の中から，本稿の主題に関連しそう
な法律名を挙げてみると，精神保健福祉法，児童
福祉法，老人福祉法，生活保護法，社会福祉法，
更生保護法，介護保険法，老人福祉法，児童虐待
防止法，生活困窮者自立支援法といったところが
候補となる。すなわち，ある福祉現場で発覚した
不正行為が，これらの法律の中に置かれた処罰規
定に該当するということを，通報者自身が認識し
ていることが必要であるということになる。（6）し
かし，一般常識に照らして「これは明らかに不正
だろう」と思える行為であっても，それが実際に
処罰規定に該当するかどうかを法律の専門家でも
ない福祉現場職員が正確に見極めるのは，かなり
困難であると思われる。さらに，法文上は犯罪構
成要件に該当していても，過去に実際に起訴され
た事例がまったくないといった場合にはどのよう
な扱いになるのか，本法の規定からは明らかでは
ない。このように「犯罪行為の事実」という本法
2 条 3 項 1 号の規定の仕方は，法文のあいまいさ
故に通報を断念する者を生む可能性もあり，立法
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論として不適切である，との批判が加えられてい
る（阿部 2006：183）。
２）通報の形態
　本法では，通報の形態を 3 つのパターンに分類
して，それらの間で通報対象事実の違法性の認識
や，事実発生の確実性の程度に差を設けている。
　本法が第 1 に掲げる通報形態は「内部通報」で
ある。前述のとおり，企業行動憲章に従って多く
の事業所では社内通報窓口であるヘルプラインを
自主的に設置しているが，ここでいう内部通報と
は，このような事業所内の相談窓口に通報するこ
とを意味している。このような通報については，
「通報対象事実が生じ，又はまさに生じようとし
ていると思料する」ときに行なうことができると
定めている（本法 3 条 1 号）。つまり，不正の事
実がまだ現実に発生していなくとも，客観的に見
てそれが目前に迫っていると思える状況があれば
通報が許されるということで，結果的に通報が「空
振り」に終わってしまったとしても，保護される
可能性がある。このように，内部通報については
対象事実の要件を比較的緩やかに設定している
が，これはできるだけこのような形の通報を先行
して行わせたいという立法者の姿勢の現れである
と見ることができる。
　第 2 の通報形態は「行政機関への通報」である。（7）
この場合には，「通報対象事実が生じ，又はまさ
に生じようとしていると信ずるに足りる相当の理
由」が必要となる（本法 3 条 2 号）。内部通報の
場合と比べて，格段に要件が厳しくなっているの
は，たとえ通報先が守秘義務を負う公務員である
とはいえ，事業者にとっては「外部の機関」であ
ることには変わりないので，そこに何らかのネガ
ティブ情報が提供されてしまうと，それが間違い
であったとしても大きなダメージを受ける可能性
があるからである。見方を変えれば，行政機関に
通報を行なおうとする者は，内部通報の場合より
も確かな証拠資料を押さえておかないと，自身の
立場が危険にさらされるということになる（ただ
し，内部通報が困難な場合にのみ行政機関通報が
許されるといった形で，「内部通報優先の原則」
を採用しているわけではないことに留意する必要
がある）。
　第 3 の通報形態は「外部通報」で，たとえばマ
スコミや消費者団体への通報，SNS への書き込み，
ビラの配布といった，行政機関以外への通報がこ
れに該当する。（8）そして，このような形態の通報
については，対象事実の範囲や要件が法律上規定
されており，イ）内部通報や行政機関への通報で
は通報者自身が解雇等の制裁を受ける可能性が高
い場合，ロ）内部通報すれば事業所側が証拠隠滅
を行なう可能性が高い場合，ハ）事業所から「内
部通報・行政機関への通報をしないように」と要
求された場合，ニ）内部通報したものの，20 日以
上経過しても音信がない場合，ホ）国民の生命・
身体に危害が生じているか，発生する危険が迫っ
ている場合，という 5 つの場合しか行うことがで
きないとされている（本法 3 条 3 号）。
　しかし，内部通報や行政機関通報といった他の
手段があるからといって，外部通報の対象事実を
このようにことさら狭く規定してしまうことは，
「国民の生命，身体，財産の保護」（本法 1 条）と
いう本法の制定趣旨に反するのではないか，とい
う疑問がある（阿部 2006：187）。とりわけ上記の
「イ」ないし「ロ」の解釈をめぐっては，内部通
報システムが一応存在しているが，それがまとも
に機能するとは思えない職場の場合（組織ぐるみ
で不正が行われている場合には，そのような状況
にあるだろう），不正を発見した者の判断で内部
通報を飛び越していきなり外部通報をすることが
許されるか，という非常に困難な問題を伴ってく
る（この点については，後の【事例 3】で詳しく
検討する）。
３）通報を行う際の動機
　通報者自身が不正な利益を得ることを目的とし
て通報を行った場合，あるいは他人に損害を与え
ることを目的として通報を行った場合等，通報の
動機が不正である場合には，保護の対象とならな
いとされている（本法 2 条 1 項）。たとえば，ラ
イバルを陥れるために通報を行ったとか，恨みを
抱いた職場に対する復讐として通報を行ったとい
うような場合には，たとえ通報内容が真実であっ
たとしても，動機の純粋性に欠けるので保護に値
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しないということになる。本法制定の際のモデル
となったイギリスの公益開示法（Public Interest 
Disclosure Act）の中にも，「通報者の誠実義務」と
いう形で同趣旨の規定が置かれている（宮本
2005：30）。
　「公益」とは「不特定多数の者の利益」を意味
するとされているから，自分の立身出世のためと
か，職場への怨念を晴らすためといった「私益」
に基づいて行われた通報は，内容のいかんにかか
わりなく本法の保護の対象としないという考え方
には，一定の合理性があるようにも思える。しか
し，通報行為がもたらした客観的な結果に注目す
ると，はたして「公益」と「私益」とをそのよう
に明確に区別することができるのかという疑問が
残る。この点についても，後述の【事例 1】で詳
しく検討していく。
４）保護の効果
　労働者が公益通報を行ったことを理由として雇
用主がその者を解雇した場合には，解雇は無効と
なる（本法 3 条）。また，解雇に至らない降格，
減給等の不利益処分であっても，それらの処分は
違法とされる（本法 5 条）。解雇が無効になると
いうことは，従業員としての地位が復活すること
を意味するが，だからといって職を失っていた間
の賃金が復職と同時に支払われるとは限らない。
事業主がこのような賃金の遡及支給に応じようと
しないときには，別途そのための訴訟を提起しな
ければならない。
　いずれにせよ，本法はあくまでも雇用主によっ
て行われた労働者への不利益処分に関して，その
私法上の効力を否定するにすぎないのであって，
通報者に不利益処分を科したことを理由として，
雇用主に対して公法上の制裁等を加えるものでは
ないことに留意する必要がある。
５）保護される通報者の範囲
　本法では，「公益通報者」とは「通報した労働者」
であると定義している（本法 2 条 2 項）。そして，
ここでいう「労働者」とは，当該事業所に直接雇
用されている従業員だけでなく，「当該事業所内
で働く派遣労働者」や「当該事業所との間の請負
契約に基づいて当該事業所内で働く労働者」も含
まれるとされている（本法 2 条 1 項 2 号，3 号）。
後者の「請負契約」の例としては，たとえば，あ
る会社の電算システムの保守を請け負っている IT
企業の社員が，顧客企業の職場に出向いて作業を
している最中に，顧客企業の従業員による不正な
財務会計処理に気付いて，これを外部に通報した
というような場合が考えられる。
　ということは，通報者が単なる「取引先企業の
関係者」にすぎない場合には，本法による保護の
対象とはならないということになる。前述の雪印
食品による牛肉偽装事件（02 年）は，雪印食品が
輸入牛肉を「国産」と偽って販売していたのを，
たまたま同社と取り引きしていた西宮冷蔵の社長
が知り，外部にその事実を告発したというもので
あった。このような場合に雪印食品が西宮冷蔵に
対して取引停止等の “ 嫌がらせ ” 行為を行ったと
しても，本法による直接的な保護の対象にはなら
ないということになる。この点についても，後掲
の【事例 5】で詳細な検討を行なう。
（３）公益通報制度が福祉現場に与える影響
　前述のとおり，本法による保護の対象とされる
「公益」は，食品メーカーや自動車メーカーといっ
た消費者の利益に関するものに限らず，「国民の
生命，身体，財産，環境の保全，公正な競争の確
保その他の利益」と非常に広範な概念なので，お
よそあらゆる国民生活上の利益がここに含まれる
と考えてよい。したがって，福祉現場で働く労働
者が，自らの職場で何らかの違法行為を発見し，
その事実を内部のヘルプラインや外部の機関に通
報した場合であっても，本法による保護の対象と
なる可能性がある。
　しかし，他方で，福祉現場の労働者が不正の事
実を通報することについては，一般企業の従業員
の場合と比べたときに，以下のような点への配慮
が強く求められる。
　第 1 に，福祉施設や福祉関連相談窓口において
は，社会福祉法人が運営する場合はもちろん，株
式会社が運営する場合であっても，利用者の生命・
身体の安全に直接かかわるサービスを提供してい
ることが多く，「経営主体の営業上の利益よりも，
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公益の方を優先させるべき」という考え方が一般
企業以上に明確にあてはまりやすい。しかも，利
用者が認知症高齢者や知的障害者であって自己の
権利侵害の事実を外部に訴えることが困難である
とか，仮に意思表示の能力があったとしても事業
者と厳しく対峙するのが難しい従属的な立場に置
かれている場合も多く，一般企業におけるように
「ユーザーが批判の声を上げる」といった正面突
破の解決法を期待しにくい場合が多い。したがっ
て，それだけ職員による内部告発行為のもつ意義
は大きいといえる。
　第 2 に，その反面で，福祉職場においては利用
者に関する高度なプライバシー情報を扱っている
場合が多いため，職場内で起こっていることを外
部に通報する際には，一般企業における通報以上
に慎重に臨まなければならない。
　以上のように，福祉現場で「公益通報を行なう
べきか否か」と迷っている職員は，「通報の必要
性の高さ」という積極方向のモーメントと，逆に
「通報に対して抑制的であるべき」という消極方
向のモーメントとの狭間に立って，高度な緊張を
強いられる場合があり，この点に一般企業とは異
なる福祉現場特有の難しさがあるのではないかと
思われる。そこで，次節以下では，このような福
祉現場特有の「バランス判断の難しさ」について，
具体的な事例を通して考えてみたい。
４．通報動機の純粋性は，どこまで求められ
　　るのか
　前述のとおり，通報者自身が不正な利益を得る
ことを目的として行った場合，または他人に損害
を与えることを目的として行った場合には，本法
による保護の対象とならない。それでは，公益目
的とそれ以外の目的とが重複しているときには，
どのような扱いとなるのだろうか。
【事例 1】ある社会福祉法人が経営する老人保
健施設では，総務課で介護保険報酬請求事務
を担当している係長 A が，当該施設に勤務す
る介護職員の人数を水増しして届け出てい
た。ある日，同じ課に勤務する別の係長 B が
この事実に偶然接した。A と B は，次期総務
課長のポストをめぐって熾烈な競争を繰り広
げているライバル同士の関係にある。B は「こ
の事実を行政に通報すれば，A が法人から懲
戒処分を受けることは間違いない」と考えて，
県庁の介護保険課に不正を告発する匿名の手
紙を出した。後日，県の担当者が来て調査し
た結果，県に提出した報告文書の虚偽記載は
組織ぐるみのものではなく，A の個人的な判
断で行われていたことが判明した。そして，
施設は知事から「施設開設許可取消処分」（介
護保険法 104 条 1 項 7 号）を受けるとともに，
A も懲戒解雇となった。しかし，やがて職場
内の噂で B が通報者であることが発覚した。
施設長は「ライバルの出世を邪魔することし
か考えていないようなエゴイストは，この職
場にはいらない」と言って，結局 B も解雇さ
れてしまった。
　この事例において A が行った不正行為は，介護
保険法 209 条 1 号によって「30 万円以下の罰金」
に処せられる犯罪行為とされており，なおかつ同
法上の犯罪行為について通報した者は本法別表８
号によって本法による保護の対象とされているた
め，B が法人から受けた不利益処分の扱いが問題
となってくる。
　このような場面に関しては，次のア）・イ）の 2
つの考え方がありうるだろう。1 つは，ア）B の
通報は A にダメージを与えるための行動にすぎ
ず，「公益目的」の通報とはいえない。したがって，
B は本法による保護は受けられないという解釈で
ある。しかし，他方で イ）B の通報の背景には「A
を陥れてやりたい」という邪心があったかもしれ
ないが，同時に介護保険報酬の不正請求を止めさ
せたいという公共的な意図もあった（少なくとも，
客観的に見ればそのような結果になった）のだか
ら，やはり本法が適用されて，B の解雇は無効と
なるという考え方も成り立つ。
　公益通報者に対する保護の有無を，通報がもた
らした客観的な結果に従って判断するのか，それ
とも通報者の主観的な意図に着目して判断するの
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か，に関する外国の立法例を見ると，イギリスで
は前述のとおり，日本と同じく「通報者の純粋性」
の要件を必要としているが，逆にアメリカのいく
つかの州法では，公益目的の有無は不問としてい
る。わが国においては，本法の制定段階から「通
報者の誠実性」として活発に議論されてきた本法
の最重要論点の 1 つとされる。そして，日本の現
行法では，たしかに「動機の純粋性」要件を明記
しているものの，これを「通報者にとっての唯一
の動機」と解釈することも，また「他の目的と重
なっても構わない」と解釈することも，理論上は
可能である。そして，本法制定前の段階から，労
働法学でもこの点が争点のひとつとなっていた
（山川他 2004：18）。
　思うに，ア）の説（主観説）によるならば，通
報者の動機や内心をその言動から推測して，少し
でも “ 不純な ” 意図が混じっていたならば保護さ
れない，ということになってしまうであろう。ま
た仮に，「100％公益目的」の通報というものがあっ
たとしても，主観説を前提に考えると，保護を受
けるためには通報者自身がそのような内心を立証
しなければならないということになるだろう。し
かし，これでは “ 小心者 ” の社員は「通報しようか，
しまいか」と思案している段階で，まず自分の胸
に手を当てて「自分の中に恥じるところはないか」
と真剣に悩むであろうし，解雇の不安と格闘した
末に，結局公益に関わる事実の通報を諦めてしま
うこともあるだろう。そもそも，人が何か行動を
起こす際に，「動機が 1 つしかない」ということ
は非常に稀であって，普通はいくつかの動機が重
なり合って具体的な行動へと結びついていくので
はないだろうか。（9）このように，通報者の内心の
動機を第三者が事後的・客観的に分析することは
非常に困難なことであるから，【事例 1】のように
通報者の動機に「不正な利益を得る目的」が混在
していたとしても，「これを通報することは，公
益に叶うはず」といった程度の漠然とした認識が
あれば，「動機の純粋性」の要件を満たしている
とみなすべきであろう。よって，私見はイ）の「客
観説」を支持したいと思う。
　とはいえ，本法 2 条 1 項の公益目的要件を完全
に無視して，「100％私益目的の通報であっても構
わない」という立場を採ることは，さすがに法解
釈論として無理がある。そこで，挙証責任の転換
という形で均衡を図るのが最も妥当な方法ではな
いかと思われる。すなわち，解雇された B が「た
しかに，私の心の中には『ライバルの出世を邪魔
したい』という邪心があった。しかし，一番肝心
な動機は，『何とかして施設の不正行為を止めさ
せたい』という正義感であった」と主張したなら
ば，本法が適用されて解雇はいったん無効となり，
それでもなお雇用主が B の解雇を主張するのであ
れば，「B の通報は 100％不純動機に基づく行為で
あった」ということを立証しなければならないの
である。
５．「犯罪行為」には該当しない軽微な不正を
　　通報したときには，通報者は保護されないのか
　前述のとおり，本法によって保護される通報の
内容は，国民の生命の安全などの法律に違反する
犯罪行為の事実に限定されている。そこで，犯罪
行為には該当しない軽微な不正を外部に通報した
場合には，公益通報として保護されないのか，と
いう疑問が生ずる。
【事例 2】ある特別養護老人ホームでは，利用
者全員が出入するフロアの片隅に「投書箱」
を設置して，施設のサービス内容などに関す
る利用者・家族の要望を匿名で施設長に伝え
られるようになっている。この投書箱の鍵は
常にフロアリーダーが管理している。投書箱
にはたいていの場合，同じ利用者（軽度の認
知症の人）が書いたと思われる意味不明の手
紙が投函されるだけで，他の利用者からの手
紙が投函されることは少ない。ある早朝，職
員 C が出勤すると，たまたまフロアリーダー
が投書箱の鍵を開けているところに遭遇し
た。C が柱の陰から覗いていると，リーダー
は箱の中から取り出した手紙の内容にまった
く目を留めることなく無人の事務室に向か
い，シュレッダーで手紙を処分していた。こ
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のようなリーダーの行動に強い疑問を感じた
C は，その日の夜，目撃した事実そのままを
ツイッターに書き込んだ。C が書き込んだ内
容は，「わかる人」が読めば施設名を特定でき
るくらいに具体的なものであった。後日，こ
のツイッターの書き込みのことを知った施設
長は，「施設の名誉を傷つけた」との理由で C
を懲戒解雇処分にした。
　この事例においては，C が外部に公表した不正
行為の内容は，「犯罪行為」に該当するものでは
なく，したがって C の受けた処分については本法
による直接的な保護の対象とならない。しかし，
公益通報者保護法というのは，通報した労働者に
不利益を科した雇用主を処罰する警察行政的取締
法規ではなく，通報によって生じた労使間の緊張
状態を緩和し，労働者の地位の回復に向けて私法
上の効果を修正するものにすぎないから，仮に本
法の直接的な適用がなかったとしても，本法の根
底にある立法趣旨をこのような場面に及ぼして通
報者の保護を図ることは，十分に可能であると考
えられる。すなわち，【事例 2】のような場面であっ
ても，本法による通報者保護の判断枠組に準拠し
つつ，労働法の解釈問題として通報者の保護を検
討する余地があるということになる。
　【事例 2】は，内部通報や行政機関への通報といっ
た，より「穏健な手段」を飛び越して，いきなり
外部通報を行ってしまったものである。前述のと
おり，本法では外部通報を行なえる場面について
一定の制限を加えているが，このような外部通報
に関して抑制的な態度で臨む本法の判断枠組み
が，本法の直接的な適用がない軽微な不正の場面
において，どのような影響を与えるかが問題とな
る。
　この点に関して，本法制定前の段階での労働法
学の議論の中では，「きちんとした手続があるの
に最初から外に出た場合は，誠実性が疑われる」
（山川他 2004：17，山川発言）とか，「当初まず内
部でなんらかのアクションを起こそうとしていた
かということは，その人の誠実性を判断するうえ
で重要」（山川他 2004：25，島田発言）といった
見解が示されており，このような議論は本事例へ
の対応を考える際にも参考になりそうである。
　私見によると，内部手続や行政機関への通報と
いった手段を経ずに，いきなり外部に通報した場
合の通報者の要保護性については，次のような諸
要素を総合的に勘案したうえで決せられるべきと
思われる。すなわち，1）当該「不正行為」の重
大性・緊急性の程度，2）労働者が受けた処分の
重さ，3）外部通報を選択したことの合理性（内
部的手続によったのでは問題が解決しない，とい
う事情があったかどうか），4）実際の通報先の選
択の妥当性といった観点である。
　まず 1）の点についていえば，本件においてフ
ロアリーダーが行った不正の内容は，必ずしも「軽
微」なものとはいえない，という見方も成り立つ
（仮に，投函されていた手紙が，「職員から虐待を
受けています。助けてください」という緊急性の
高い訴えであり，なおかつフロアリーダーがその
可能性を承知のうえで，手紙の存在自体を隠蔽し
ようとしたのだとすると，それは犯罪行為にも匹
敵する悪質さである）。さらに，2）の点について
いえば，いうまでもなく C が受けた不利益処分は
最も重いものである。他方，3）について考えると，
仮に C がフロアリーダーの行動を「重大な不正」
と解釈したのだとすると，まず施設長に報告する
などの内部的な解決法を探るべきだったのではな
いかと考えられる。したがって，C が不利益処分
を免れるためには，このような事業所内のヘルプ
ラインが正常に機能していなかった（あるいは，
その方法で問題解決を図ろうとしたが，果たせな
かった）という事実を，C の側が立証しなければ
ならないということになる。
　そして，本件における最大の問題点は，4）の
通報先の妥当性の判断である。SNS 上の匿名掲示
板というのは，掲載された内容の真偽があいまい
なまま転送されて，またたく間に広範囲に拡散し
てしまう危険性がある。さらには，転送される間
に事実が改変されていくことも稀ではない。この
ような SNS という媒体の特殊性にかんがみると，
一般的に外部通報先として「SNS への書き込み」
という方法を選択することは，本法が直接適用さ
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れる犯罪行為の通報であったとしても，保護の対
象とすることは困難というべきだろう。とりわけ
本件のような福祉職場においては，このような形
で拡散した施設に関するネガティブ情報は，その
後の当該法人の経営にダメージを与えるだけでな
く，間接的には利用者や家族の間に精神的な動揺
や落胆といった深刻な影響を及ぼす可能性もあ
り，仮に SNS への書き込みによってフロアリー
ダーのその後の行動が是正されたとしても，そこ
から生ずるマイナス効果の方がプラス効果を上回
るというべきだろう。
　以上の 4 つの判断要素の総合評価の構造を図式
的に示すならば，「C を保護すべき」という方向
に作用する要素（1・2）と，逆に C が保護を受け
るうえで不利な要素（3・4）との間の利益較量と
してとらえることも可能である。そして，そのう
えで最終的に本件 C に科された処分である「懲戒
解雇」が妥当なものであるか，という 3）をめぐ
る判断に帰着する。このような構造の中で【事例 2】
における 1）・2）の点を勘案するならば，「解雇処
分は重すぎる」という結論に至るのではないか。
すなわち，本件においては「減給・停職」くらい
が妥当な処分ということになると思われる。
　アメリカでは，内部告発を行う者が勤続年数の
長い専門職（研究開発職等）で，職場内でのポス
トも比較的高い場合が多いとのデータもあるとい
う。つまり，告発行為は「会社への裏切り」どこ
ろか，むしろ深く会社を愛するが故に，「正しい
道に戻って欲しい」との願いを込めて行っている
ケースが多いということである（山川他 2004：
14，山川発言）。他方で，経営陣にとってみれば，
このような口うるさい “御意見番 ”というのは，“目
の下のたんこぶ ” のような目障りな存在に違いな
いから，彼らの告発行為を「公益目的ではない」
と決めつけ，これを奇貨として「社外に追放して
しまいたい」と考えるであろう。したがって，【事
例 2】のように明確に違法とはいえない不正を外
部に公表したケースについては，それが「犯罪行
為であるか否か」というフィルターだけで保護の
要否を決定すると，一面的な評価に流れてしまう
危険性があることも，他方で心得ておく必要があ
るだろう。
６．内部的な解決方法を経ずにいきなり外部に通報
　　することは，どのような場合に許されるのか
　前述のとおり，本法では外部通報に関して抑制
的な態度で臨んでいると考えられるが，それでは
職場内のヘルプラインが整備されているような中
で，あえて外部通報を行なうことが許される場合
とは，どのような条件がそろったときなのであろ
うか。
【事例 3】ある市立障害者通所施設では，施設
内の掲示板に「利用者やご家族の信頼を損な
うような職員の行為があった場合には，匿名
で結構ですので，下記まで連絡ください」と
書かれていて，施設のオンブズマンを務める
弁護士の法律事務所の連絡先が記載されてい
る。利用者や家族からの苦情を受けた弁護士
は，必要な調査を行ったうえで施設長に対し
て改善に向けた勧告を行うことになってい
る。このような中，職員 D が利用者の家族か
ら「お世話料」と称して利用契約書には書か
れていない不明朗な金銭を密かに受け取って
いるという噂を職員 E は耳にした。E はその
噂を古くからの友人である地元のミニコミ紙
の記者に話したところ，早速新聞紙上で大き
く報道されてしまった。施設長は「ウチの施
設では不正発見の際の内部的な解決窓口がき
ちんと整備されているのだから，報道機関に
密告することなど絶対に許されない」と言っ
て激怒し，“ 密告者探し ” を行った結果，新
聞社に情報提供したのが E であることが判明
した。この結果，D の処分を待たずに，まず
E が懲戒解雇となってしまった。
　この事例における地方公務員 D の行為は，仮に
噂が真実であったならば，刑法 197 条の収賄罪に
該当するので，通報された内容が本法の適用対象
となる「犯罪行為の事実」に該当することは間違
いない。しかし，ここでは E の選んだ「通報の手段」
が問題とされる。なぜならば，内部的な解決手段
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が整備されている環境においては，まずその手段
に訴える方が，外部への通報よりも組織全体が受
けるダメージが軽くて済むからである。したがっ
て，内部的解決のシステムが整備されているにも
かかわらず，あえてそれを飛び越えて外部に通報
するためには，それなりの合理性・必然性が要求
されることになる。そこで，前述の【事例 2】で
提示した判断枠組を本法 3 条 3 号の解釈にあては
めてみると，内部的解決手段によらずに外部に通
報することが許容されるためには，以下のような
条件を満たす必要があると考えられる。
1）内部的解決システムがうまく機能していない
実態があること（3 条 3 号イ・ロ・ハ・ニによる）。
この事例でいえば，オンブズマンからの勧告が法
人の役員や施設長に届く前に，職場リーダー等の
段階で握りつぶされてしまっているとか，オンブ
ズマンが調査を開始する前にオンブズマンから施
設側に通報の事実が漏洩して，証拠隠滅が行われ
る可能性がある，といった場合がこれに該当する。
2）不正の内容が重大かつ緊急な問題であること（3
条 3 号ホによる）。たとえば，利用者の生命・身
体の安全にかかわるような虐待行為を発見した場
合等がこれにあたる。
3）外部の通報先の選択が妥当であること。これ
は 3 条 3 号には明文規定されていないものの，上
記 1）・2）との関係から，必然的に導かれる解釈
である。すなわち，組織の自浄能力が完全に欠如
している中で極めて深刻な不正が発生しており，
当該外部窓口に通報することが問題解決のために
最善の手段であると考えられるという状況であ
る。たとえば，職場のセクハラ相談窓口がまった
く機能していない中で発生したセクハラ被害につ
いて，弁護士会の労働問題専門の相談窓口に持ち
込むといったケースが考えられる。
　そして，上記 1）～ 3）の関係は，and でも or
でもなく，これら複数の観点を総合的に勘案した
うえで利益衡量していくことになるのではない
か。したがって，たとえば 2）の要素が非常に強
ければ，1）や 3）の要素が多少弱くても保護され
る可能性がある，という関係になる。
　このように考えていくと，内部通報と外部通報
との関係について，杓子定規に「内部通報優先の
原則」をあてはめていくことは，必ずしも妥当な
結論につながらないということになる。すなわち，
仮に内部的解決手段が整備されている職場であっ
ても，そのことだけで直ちに外部通報の途が閉ざ
されるわけではなく，発見された不正の内容に即
して個別具体的に本法 3 条 3 号の該当性の判断を
していく必要があるということである。形ばかり
のヘルプラインを整えたように装い，そのことを
楯に外部通報を封じようとする事業所が現れたと
きには，真に公益性のある通報ですら簡単に阻止
することができてしまうので，内部通報システム
の存在がかえって本法の趣旨に反する結果を招く
ことになる。換言すれば，内部通報のシステムが
「存在する」ということと，それが「健全に機能
している」ということとは別個の問題であって，
「機能している」か否かは事業所側の一方的な言
い分で決まるのではなく，さりとて通報者の主観
的な憶測だけで決められるのでもなく，やはり本
法の趣旨に照らして客観的に判断されるべき事項
であるといえよう。
　そこで，上記 1）～ 3）の条件を【事例 3】にあ
てはめてみると，少なくとも 2）の点については
条件を満たしていないことは明らかである。1）
については，ひとまず施設側の主張するとおり内
部的解決手段が健全に機能していたという前提で
考えてみよう。とすると，判断のポイントは 3）
に帰着することになる。前述の総合判断の枠組に
従うならば，2）の要件が欠ける以上，「どうして
も当該窓口に通報しなければならない」という強
い必然性が求められることになるが，本件ではそ
のような事情は認められない。とりわけ，本件の
ような福祉施設においては，職員の業務実態に関
する仔細な情報を外部に公開することは，職員の
業務内容だけでなく利用者のプライバシー情報を
も一定の範囲で外部に漏出させることになる。
よって，以上の要素を総合的に勘案するならば，
E による外部への通報に関しては，地方公務員法
34 条の秘密保持義務違反の責任を問われることは
避けられず，処分の重さという点でも解雇相当（10）
といえるだろう。
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　次に，【事例 3】において 1）の条件が充足され
ている（すなわち，この職場では内部的解決法が
まったく機能していなかった）という前提で考え
たときには，どうなるだろうか。そのような場合
であっても，問題解決のための通報先が「マスコ
ミ」でなければならないという点に合理的な理由
を見出すことは難しく，むしろ問題解決のために
は施設の上級庁にあたる行政機関（たとえば当該
市の幹部職員）に通報するのが，最も妥当な選択
というべきであろう。したがって，E が本法によ
る保護を受けるべく「マスコミこそが，本件にお
ける最適の通報先であった」と主張するためには，
たとえば「過去にも市当局に不正を通報したこと
があったが，放置されたまま何の調査も行われな
かった」といった，例外的な事情の存在を自らが
立証しなければならないのである。
７．通報者が不正行為の証拠を押さえる際に，
　  どの程度の探索行動まで許容されるのか
　前段までで検討した通報者が保護されるための
要件，すなわち 1）動機の純粋性，2）犯罪事実の
発見，3）外部通報の必要性の 3 つの条件をすべ
て満たしているという前提に立ったうえで，不正
を発見した者が外部のしかるべき機関にこれから
その事実を通報しようとしている状況を想定して
みよう。そのような場合，いくら内部の人間から
の告発であるといっても，ある程度客観的な証拠
を揃えてからでないと，マスコミはもちろんのこ
と，行政機関であっても真剣に対応してもらえな
い可能性がある。たとえば，全国紙の場合，内部
告発と思われる通報は毎日 200 ～ 300 件程度寄せ
られるといわれるので，しっかりとした根拠資料
がないものについては，はじめから相手にしても
らえないであろう。同様に，独占禁止法違反等の
経済犯罪を扱う公正取引委員会に対しても，大型
の公共事業の入札前には談合に関する裏情報が非
常に多く寄せられるので，やはり一定の裏付け資
料がないと取り合ってもらえない可能性が高い。
　つまり，外部機関に公益通報を行う際には，多
少無理な手段を用いてでも，「不正行為の証拠」
を押さえなければならないのである。この点が，
単なる「秘密漏えい」と公益通報との大きな違い
である。秘密漏えいの場合には，情報の入手方法
が妥当なものであったとしても不利益処分の対象
となりうるが，逆に公益通報の場合には，情報の
入手方法が多少「無茶なやり方」であったとして
も通報者が保護される可能性があるという関係に
なる。（11）とりわけ，たった 1 人の職員が巨大な
組織を相手にして，その不正を暴こうとしている
場合には，圧倒的な情報量の格差を埋めるために，
通報の際に自分の職務権限外の情報にアクセスし
なければならない場面も出てくる。そして，この
ような場合には，どうしても「一線を踏み越えた」
大胆な探索行動が必要となってくるのである。
　しかし，他方で，福祉施設の場合，利用者の高
度なプライバシー情報を扱っていることを考える
と，いくら公益目的の通報とはいえ，その前段の
情報収集の方法にはおのずと限界があるようにも
思える。
【事例 4】ある特別養護老人ホームで，個室の
利用者に対して虐待行為を繰り返していると
いう噂が絶えない介護職員 F がいる。また，
F は自分が利用者に対して暴力行為を加えて
いる場面を，ビデオカメラで「自撮り」して
いるとの噂もある。F はフロアリーダーや施
設長から何度も疑惑に関するヒアリングを受
けているが，本人はかたくなに虐待の事実を
否定している。他方，被害に遭っていると思
われる利用者は重度の認知症高齢者ばかりな
ので，被害者からの証言は得られていない。
この噂を聞きつけた F の同僚 G は，深夜に事
務室に保管されている職員用ロッカーの合鍵
を持ち出し，F のロッカーを開けてその中を
捜索した。すると，予想したとおり F が利用
者に対して暴行を加えているシーンを撮影し
た USB メモリーチップが見つかった。そこで，
G はすぐにこのデータを自分のパソコンに保
存し，メモリーチップは元どおり F のロッカー
に戻しておいた。後日，G はこのデータを証
拠資料として市役所に通報したため，F は暴
行罪で検挙され，同時に職場も懲戒解雇と
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なった。しかし同時に，G がとった行動に対
しても，「他人のプライバシーを不当に侵害す
るとともに，窃盗罪にも相当する行為である」
として職場内で強く非難され，結局 G も懲戒
解雇となってしまった。
　本法制定前の事件であり，しかも福祉現場以外
の事例ではあるが，通報者のとった探索行動の限
界が争点となった事件として，以下のような判例
がある。
1）宮崎信用金庫事件：職場の同僚のパスワード
を密かに取得したうえで，本来アクセスできない
顧客データに侵入して会社の上司の不正行為を暴
いたという事件である。このような探索行動を
とった通報者に対して，雇用主側は「不正アクセ
スによる情報収集は，窃盗罪にも相当する」との
理由で，懲戒解雇処分としている。これに対して
宮崎地裁 2000 年 9 月 25 日判決は，いかに正当な
目的であるといっても手段の妥当性を欠いている
と述べて，解雇やむなしとの判断を示している。
2）大阪いずみ市民生協事件：同僚の不正経理を
告発するために，その者のカバンの中から密かに
フロッピーディスクを取り出して，それをプリン
トアウトして行政に提出したという事件である。
この事件でも，やはり通報者は懲戒解雇となって
いる。これに対して大阪地裁堺支部 2003 年 6 月
18 日判決は，たしかに情報収集のための手段とし
て正しいやり方とはいえないが，目的の正当性に
照らすと，少なくとも解雇は重すぎる，との判断
を示している。
3）富里病院事件：勤務先病院の治療方針に疑問
を抱いた医師が，カルテを持ち出して保健所に通
報を行ったという事件で，通報者は懲戒解雇と
なっている。これに対して東京地裁 1995 年 11 月
27 日判決は，このような持ち出し行為を全面的に
禁止したら内部告発ができなくなってしまうと述
べて，解雇無効の判断を示している。
　このように，本法制定前に発生した事件におい
ては，通報者のとった探索行動に対する裁判所の
法的評価は分かれている。もちろん，このような
形で司法判断が分かれた背景には，個々の事例で
問題となっている不正の内容や通報者がとった探
索行動の態様に大きな違いがあることが影響して
いると考えられるので，以上のような先例だけで
裁判所の判断の傾向をつかむことは困難である。
　私見によるならば，ここでも【事例 2】および【事
例 3】で検討した判断枠組を応用することで，通
報者の保護の限界を画定する基準が定立できるの
ではないかと考えられる。すなわち，不正行為の
証拠を押さえるための探索行動が免責されるか否
かの判断基準としては，以下のような点が重要に
なってくると思われる。
（ア）内部調査手続の期待可能性，（イ）探索行動
の必要性（不正の重大・緊急性），（ウ）通報者が
受けた処分の重さ，（エ）持ち出された情報の中
身（福祉現場においては，とりわけ「利用者のプ
ライバシー性」の強さ），（オ）証拠としての重要性，
（カ）探索者のとった情報収集手段の穏健性，（キ）
通報先選択の妥当性の 7 点である。
　そして，以上の判断基準を【事例 4】にあては
めてみると，まず告発者 G にとって有利な材料（G
が受けた処分を無効とする方向に働く要素）とし
ては，（ア）・（イ）・（ウ）・（オ）・（キ）の 5 点が
あげられる。（12）一方，告発者に不利な材料とし
ては，（カ）があげられよう。（13）そして，本件に
おいておそらく最も評価が分かれるのが，（エ）
の点であろう。本件の場合，このような探索行動
によって侵害される法益は，不正を行っていた F
自身のプライバシーだけでなく，そこに映ってい
る利用者のプライバシーも含まれることになるた
め，これを無断で外部に漏出させる行為は，いか
に公益目的の通報とはいえ，施設職員として超え
てはならない一線を超えているとの見方もあるか
もしれない。しかし，本件の場合，利用者の生命・
身体の危険が差し迫っているという（イ）の要件
の際立った強さが認められるし，高齢者虐待防止
法 21 条においても，介護施設での虐待行為を発
見した者には市町村への通報義務が課されている
点も告発者に有利に作用する。しかも，通報先が
虐待防止措置に関して一次的な責任を負い（同法
条 24 条），なおかつ高度な守秘義務を負う行政機
関である点（14）を考え合わせると，（キ）の要件の
76
大 妻 女 子 大 学
人間関係学部紀要 人間関係学研究　20　2018
充足性も認められる。そして，以上の点を総合的
に勘案すると，（エ）の点は通報者にとって不利
な材料として作用しないという結論になるであろ
う。
　よって，本件 G に対しては何らの雇用契約上の
不利益処分も科すべきではなく，少なくとも解雇
は無効であるという結論になる。
８．本法によって保護される「労働者」と
　　は，どの範囲の者までを指すのか
　公益通報者保護法によって守られる「労働者」
には，その職場に直接雇用されている正社員・ア
ルバイトだけでなく，前述のとおり人材派遣会社
から来ている職員や当該事業所から業務を請け
負っている会社の社員も含まれる。（15）しかし，
通報者が被用者ではなく独立自営業者である場合
には，その「労働者性」の認定が問題となること
がある。
【事例 5】H は社会福祉法人の財務会計を専門
に請け負っている個人経営の公認会計士であ
る。H はある特別養護老人ホームの会計事務
を任されて，自宅（兼事務所）で仕事を行っ
ていたところ，そのホームの介護報酬の一部
が理事長の親族が経営する不動産会社の経費
に流用されており，横領ないし背任の罪に該
当する事実があることを発見した。そこで，
H が法人の監督・指導を行う県の担当課にこ
の事実を通報したところ，県の監査が入って
不正が摘発され，施設名とともに新聞等で大
きく報道されることになった。怒ったホーム
の施設長は，H との会計処理業務委託契約を
打ち切ってしまった。
　本法による保護の対象となる者は，不正を行っ
ていた当該事業所に直接雇用される場合であれ，
またその事業所に派遣されて来ている他社の従業
員の場合であれ，ともかく「被用者」であること
が当然の前提とされている。したがって，本法の
ストレートな解釈によるならば，本件 H のような
自営業者に対しては本法の保護が及ばないという
ことになりそうである。しかし，公益通報を行っ
たことへの報復措置としての不利益処分を防ぐ，
という本法制定の趣旨に立ち返って考えるなら
ば，通報者の保護を考えるに際して，被用者・自
営業者の区別に拘泥することは，実質的には意味
がないように思える。実際，これまでの内部告発
の事例を見ても，不正を行っている当該会社の従
業員による通報の事例だけでなく，前述の雪印食
品の事件に見られるように，取引先企業の関係者
が通報を行ったケースも相当数存在し，これらの
通報者が受けた職務上の不利益についても何らか
の救済手段を講ずるべきではないか，との意見も
ある。したがって，たとえ通報を行った者が被用
者でない場合であっても，本法による被用者の保
護に準じた扱いを探っていく必要がある。
　ところで，近年の企業経営を取り巻く環境の変
化のうち，最も顕著なもののひとつが，労働力の
外部調達化（アウトソーシング化）といわれる流
れである。これは，従来ならば企業が自社内で処
理していた特定の業務について，経費節減のため
に社外の個人（または法人）と請負契約，委任契
約等の雇用契約以外の形態で労務や成果物の提供
を受けることを意味する。具体的には，建設現場
における下請け作業（とりわけ砂利等の運搬を請
け負うトラック運送），NHK 受信料の集金，電力
会社・ガス会社などのメーターの検針，オフィス
ビル間の書類配達を専門に請け負うバイク（また
は自転車）便，コンピューターの大型ソフトウェ
ア開発作業における個別領域の分担開発作業等が
代表例として挙げられる。これらの「ユーザー企
業」のために当該企業の外部から労働力を提供す
る者は，ユーザー企業との間で雇用契約を締結す
るわけではなく，契約の形式上は企業との間に指
揮・命令関係は発生しない。しかし，一定の期間
継続的にユーザー企業のために専属的な関係で労
働力を提供する場合が多いので，その限りでは一
般の従属労働者と共通する性格も有する。そして，
その法的地位を検討する際に特に難しい問題をは
らんでいるのが，本件 H のように労務供給者がど
この事業者にも所属しない個人事業主である場合
である。このような場合には，その者はいずれの
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組織からも業務に関わる具体的な指揮・命令を受
けることがないので，伝統的な雇用関係法の解釈
では，労働者保護法理の適用外に置かれることに
なってしまう。たしかにこれらの労務供給者は，
毎日同じ職場に出勤して同じ顔ぶれの同僚・上司
と仕事をするわけではないし，材料・器具等も多
くの場合自分で調達してくる。また，仕事の処理
方法・進行管理についても依頼主から具体的な指
示を受けず，作業の時間帯・場所等も自分で自由
に決めることができる。以上のような観点からは，
典型的な「労働者」（労働基準法 9 条の「使用さ
れる者」）に該当しないようにも見える。しかし
他方で，その継続的・専属的契約関係やユーザー
企業に対する経済的な従属性（ユーザー企業から
の仕事の依頼を断って，他社に乗り換えることが
困難であること）等の点にかんがみると，完全な
独立自営業者であるとも断定しがたい。一般にこ
のようなカテゴリーの労務供給形態を「契約労働
者（Contract Worker）」と呼んでいる。
　このような契約労働者が業務上被った傷病につ
いて，労災補償保険法の保護が及ぶかという問題
については，既に多くの判例があり，一定の議論
の蓄積も見られる。すなわち，ユーザー企業に直
接雇用されるのではない，請負・委任等の契約形
態で労働力を提供する者であっても，その業務の
実態から見て従属労働者に準じた保護を与えるべ
き場面においては，労働基準法や労災保険法上の
「労働者」と同等の地位を認めるべきと考えられ
ているのである（嶋貫 2012：143）。しかし，【事
例 5】のように一定期間継続してきた契約（本件
の場合，民法上は「委任契約」に該当する）につ
き発注者側から正当な理由なく解除を申し入れて
きた場合に，雇用関係法の「解雇制限法理」がど
こまで適用されるのかについては，まだ十分に議
論が尽くされているとはいえない。
　私見によるならば，労働法学においてこれまで
展開されてきた契約労働者の保護に関する議論，
すなわち従属労働者性が認められる限りにおい
て，契約形態の如何に関わりなく労働者保護のた
めの法理を適用すべきとする考え方は，本法によ
る通報者保護の場面をも，その論理の射程内に収
めるのではないかと考えられる。そこで，解雇制
限法理に限定せず，契約関係における信義誠実の
原則一般にまで視野を拡大して，本件解決の手が
かりとなりそうな先例を探してみると，次のよう
な判例がひとつのヒントとして浮かび上がってく
る。
　製品ラベルの製作会社（元請業者）Xは，あるメー
カー Y からラベルの製作を請け負っていたが，X
は Y の専属下請業者として 10 年近くにわたって
Y のためにラベルの裁断・加工業務をこなしてき
た。そして，X はその受注をこなすための機械設
備や人員配置に相当量の投資を行ってきたという
経緯がある。ところが，ある日突然（特段の理由
の説明なく），Y が X に対して「取引中止」を申
し入れてきたというものである。X から Y に対す
る損害賠償請求に対して，東京地裁 1982 年 10 月
19 日判決は「受注のために相当の金銭的出捐等を
なしている場合は，注文者はやむを得ない特段の
事由がなければ，相当の予告期間を設けるか，ま
たは相当な損失補償をなさない限り一方的に取引
を中止することは許されない」という判断を示し
ている。
　この判決で示された考え方を【事例 5】にあて
はめてみると，H と当該社会福祉法人との間に継
続的・専属的契約関係が存在し，なおかつ法人の
財務会計処理を行なうために H が特別な投資（会
計ソフトの開発等）を行うといった特段の事情が
認められない限り，H が法人に対して契約解除か
ら生じた損害を賠償請求することは，難しいとい
う結論になりそうである。いずれにせよ，本件の
ように通報者がどの組織とも雇用契約関係にない
自営業者である場合には，公益通報を理由とする
不利益措置に対して本法の保護を及ぼしていくに
は，本質的な制約が伴うことは否定できない。
９．まとめと残された課題
　以上，本稿の検討の結果，福祉現場における公
益通報に対しても本法が適用される可能性がある
ことは確認されたが，通報者の保護を検討する際
には，施設の安定的運営に配慮するだけでなく，
サービス利用者のプライバシーの保護と不正行為
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の緊急・重大性という，相反する要請の間で非常
に難しいバランス判断が求められることも明らか
になった。したがって，やむなく外部に通報する
場合であっても，原則として警察を含む行政機関
のみが通報先として認められるということになる
だろう。そして，このような原則論は，緊急性が
高い事案であればあるほど，一層強くあてはまる
といえそうである。
　最後に，福祉現場における公益通報に関連して，
本稿で検討することができなかったいくつかの問
題点について，簡単に要点のみ記しておこう。
　第 1 に，通報者自身が不正に加担していた場合
における，通報者の刑事免責との関係という問題
がある。行政機関等に内部告発をしてくる者の中
には，自分自身も不正に関与していて，何らかの
理由で仲間を「裏切った」ケースが見られるが，
このような者は調査が進むにつれて自分自身にも
法的責任が及ぶことを予想して，不正の内容を意
識的にボカして伝えたり，あるいは通報すること
自体をためらったりする可能性がある。そこで，
一定の重大な不正行為については，「勇気をもっ
て通報してくれた」ことと引き換えに，通報者自
身の罪を軽くしたり，免除したりするといった刑
事政策的な配慮が必要になってくる。捜査当局の
側から見れば，より大きな犯罪を摘発するために
は，組織の末端にいる者の犯した小さな罪には目
をつむる「割り切り」も必要だ，ということになる。
このような手法は「司法取引」と呼ばれており，
アメリカの刑事司法でこの手法が広く取り入れら
れているのは，周知のとおりである。そして，日
本でも 2016 年の刑事訴訟法改正で，この司法取
引が限定的に取り入れられることになった。
　そこで，逮捕された者の取り調べ中に担当検事
から司法取引が持ち掛けられ，その誘導に応じて
背後にいる黒幕の犯罪を自白したという場合を考
えてみると，これも広い意味での「通報」といえ
なくもない。たとえば，贈賄の嫌疑で警察による
内偵を受けていた社会福祉法人の現場職員が逮捕
され，司法取引に応じた結果，法人理事長と大物
政治家が関与した贈収賄事件の全容が明らかに
なった，といった事例が考えられる。そして，こ
のように自分の罪を免れるために行った犯罪事実
の表明であっても，「公益通報」として本法によ
る保護の対象となるのか，ということが問題とな
る。【事例 1】の「通報動機の純粋性」の論点とも
からむ非常に難しい問題であるが，積極に解する
べきであろうか。
　第 2 に，通報が労働者本人によってではなく，
その家族によって行われた場合であっても，労働
者が本法の保護を受けることができるのか，とい
う問題がある。イギリス法では明文規定で「保護
されない」としているが（宮本 2005：31），これ
は今後わが国でも十分に発生が想定される問題で
あり，早急に立法的な手当が必要である。
　第 3 に，【事例 5】の契約労働者が行った外部通
報に対して，ユーザー企業から加えられた報復措
置が，契約解除という形ではなく，H に関する虚
偽の不名誉情報を意図的に流布するという形で行
われたとすると，H が受けた「風評被害」につい
てユーザー企業に損害賠償請求することが可能
か，という問題がある。前掲の雪印事件において
も，実際にこのような形で通報者に損害が発生し
ている。このような損害については，もはや本法
によって救済を図ることは不可能であり，不法行
為に基づく損害賠償請求（民法 709 条）の議論に
ゆだねられることになる。一般にこのような風評
被害については，流布された情報が具体的にどの
ような事実をどのような言葉で表現し，それを誰
に向けて伝えたのかといった観点から，合理的・
客観的に判断しなければならないとされている
（潮見 2009：176）。また，流布された情報と実際
に生じた損害との間の因果関係の立証（民法の原
則によれば原告がその挙証責任負う）においても，
大きな困難を伴うことが予想される。しかし，不
名誉な虚偽情報の流布が公益通報に対する報復と
して行われたのであれば，公平の見地からは一般
的な風評被害の場合よりも原告の挙証責任が軽減
されてしかるべきではないかとも考えられる。非
常に興味深い問題であり，この点については他日
を期したい。
　本法は施行されてから日が浅い法律であり，2
で指摘したとおり法文自体にも未整備の部分が多
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く残されている。今後の判例の蓄積と学説の議論
の深化が待たれる。
注
（ 1 ） 宮崎信用金庫事件（福岡高裁宮崎支部 2002
年 7 月 2 日判決），群英学園事件（東京高裁
2002 年 4 月 17 日判決），トナミ運輸事件（富
山地裁 2005 年 2 月 23 日判決）等。
（ 2 ） 00 年の三菱自動車によるクレーム隠し事件，
同年のミスタードーナツによる違法添加物
隠蔽事件，02 年の雪印食品による牛肉偽装
事件等。
（ 3 ） 最高裁判所の判例検索サイトで「公益通報
者保護法」のキーワードで検索してみると，
いくつかの判例がヒットするが，その内容
を見る限りでは，今のところ（2018 年 8 月
3 日現在），福祉現場の労働者が行った公益
通報に関して本法が適用された裁判例はな
いようである。
（ 4 ） 本稿で取り上げる論点は，山川他（2004）
での議論を参考に，特に重要と思えるもの
をピックアップしたものである。
（ 5 ） 本法制定時は 400 本であったが，その後随
時追加されて現在はこの数になっている。
（ 6 ） たとえば，生活保護法 86 条によれば，保護
施設を運営する法人の職員が，都道府県に
よる監査の際に虚偽の内容を記載した会計
書類を用いて業務報告を行った場合には 30
万円以下の罰金に処する，と規定している
ので，このような不正を発見した施設職員
がその事実を外部に通報した場合には，本
法による保護の対象となりうるのである。
（ 7 ） いうまでもなく警察も「行政機関」のひと
つであるが，犯罪事実を警察に通報するこ
とは市民として当然の責務であるから，通
報先が警察である場合にまで通報者が労働
契約上の責任を問われるということは，本
法による保護以前の問題として，そもそも
あってはならないことと考えられる。また，
たとえば違法残業の実態を労働基準監督署
に告発するといった場合も，形式上は「行
政機関」への通報に該当するが，労働者が
自らの権利救済のためにその監督を本来的
な担当業務とする行政庁に申し出ることも
当然の権利であるといえるから，このよう
な通報に対して雇用主が制裁を科すことも，
本法の適用以前の問題として許されないと
解される。　
（ 8 ） なお，「裁判所への訴訟提起」も，形式上は
ここでいう「外部通報」に該当するが，労
働者が訴訟という形で自らの権利の救済（た
とえばセクハラ被害の回復等）を求めるこ
とは，裁判を受ける権利の保護という観点
からも，当然容認されるべきと考えられる。
したがって，内部的解決法を経ずにいきな
り裁判所に訴え出たとしても，それをもっ
て当該労働者に対して不利益処分を科すこ
とは許されないとされている（労基法 104
条 2 項）。
（ 9 ） たとえば，重大事件の指名手配犯を発見し
た通報者に警察から多額の報奨金が支払わ
れることがあるが，犯人逮捕につながった
通報が「生活に困っていて，報奨金が欲し
かった」という動機によるものであったと
しても，そのことをもって「お金目当ての
行動」と批判する向きはないであろう。また，
そもそも「公益」と「私益」との区別は，
実はそれほど判然としていないのではない
かという疑問もある。前掲注７のような「労
基署への通報」を理由に労働者に不利益処
分が行われた場合においても，そのような
通報については，通報先が妥当であるとい
う点の他に，通報動機が正当であるという
意味でも，不利益処分は許されないという
結論になるのではないかと思われる。すな
わち，ある事業所の労働者が「サービス残業」
を強いられていた場合，そのような違法な
職場環境を外部に訴えて是正させることは，
一面では「私益に基づく行動」と評価され
るかもしれないが，他面では立派な「公益
目的」ともいえるのである（山川他 2004：
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19，諏訪発言）。
（10） 地方公務員法 34 条に違反した者に対しては，
懲戒処分どころか「1 年以下の懲役または 3
万円以下の罰金」という罰則が適用される
可能性もある（同法 60 条 1 号）。
（11） このように，単なる「秘密漏えい」と比較
すると，公益通報では「情報収集方法の妥
当性」は緩やかにとらえられるが，逆に「通
報目的の純粋性」については秘密漏えいよ
りも厳格にとらえられるという違いがある。
（12） （ア）の点を「G にとって有利な材料」の方
に分類したのは，フロアリーダーによる H
の聞き取り調査が功を奏さなかった点を重
く見て，この職場の自浄能力には多くを期
待できないと考えたことによる。
（13） G のとった行動は，公益通報という特段の
目的のない平時に行われたのであれば，当
然懲戒処分の対象とされるものである。
（14） 高齢者虐待防止法 23 条では，虐待の通報を
受けた市町村職員に対して，地方公務員法
上の一般的な守秘義務以上に厳格な守秘義
務を課している。
（15） たとえば，福祉施設の建物清掃業務を請け
負うビルメンテナンス会社の社員が，清掃
業務中に施設職員による利用者に対する虐
待行為を偶然目撃して，それを行政に通報
したという場合，その通報行為を理由とし
て清掃会社がその社員を解雇することは許
されない。
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